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１．鉄道に求められるモーダルシフトの推進１．鉄道に求められるモーダルシフトの推進
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輸送力不足の見通し

（第１回 総合物流施策大綱検討会での資料の抜粋）
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コンテナ輸送量の推移（12ft換算）
（2017年度＝100 2024年度83 ）

鉄道輸送は、最大で大型トラック65台分の貨物を輸送可能

（令和5年10月6日「物流革新緊急パッケージ」資料の抜粋）

喫緊の課題への対応策

現実的な手法の一つ

モーダルシフトの推進



２．モーダルシフトの現状２．モーダルシフトの現状
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第２回 総合物流施策大綱検討会での資料の抜粋



３．鉄道利用が進まない要因①－１３．鉄道利用が進まない要因①－１
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鉄道利用が進まない阻害要因①－１

・気候変動の影響予測（気象予報会社等）に基づく、線路強靭化計画の策定等

・具体的な工事・改修計画の公表

鉄道輸送の信頼回復に繋げる

鉄道設備強化
脆弱区間の線路・鉄道施設・線路法面の強化

激甚化する災害に対する脆弱性

「第一次国土強靭化実施中期計画」（令和７年６月６日閣議決定、令和８年度～令和12年度までの５か年）

に基づく、鉄道施設の老朽化対策、耐震対策等、鉄道施設の防災・減災対策の推進

ネットワーク長期寸断
・長期不通の不安



３．鉄道利用が進まない要因①－２３．鉄道利用が進まない要因①－２
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鉄道利用が進まない阻害要因①－２

・メッシュの細かい調査による鉄道脆弱箇所の特定

・（重機が入れない箇所の事前対策など）個別の状況に応じた
早期復旧に向けた復旧工事の事前シミュレーションの実施

・災害時の代替輸送については、官民共同会議で実施のものを継続

鉄道輸送の信頼回復に繋げる

復旧の迅速化に向けて
復旧方法の事前シミュレーションの実施

激甚化する災害に対する脆弱性
ネットワーク長期寸断
・長期不通の不安



３．鉄道利用が進まない要因①－３３．鉄道利用が進まない要因①－３
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鉄道利用が進まない阻害要因①－３

・労働力不足に伴い、今後、物流の最適化が加速し、輸送余力は減少
→ 鉄道輸送の代替輸送自体がさらに困難に

・平常時から災害に備えて準備するスキーム構築・維持費用の負担

BCP費用の検討
JR貨物、利用運送事業者の企業努力での限界

激甚化する災害に対する脆弱性
ネットワーク長期寸断
・長期不通の不安

災害時の代替輸送ほか、BCP費用負担が増加

JR貨物、地方自治体、荷主及び通運事業者からなる連携の促進
並びにこれに対する国の支援 が必要



３．鉄道利用が進まない要因②－１３．鉄道利用が進まない要因②－１
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鉄道利用が進まない阻害要因②－１

・３１ｆｔコンテナに関する取扱い

大量輸送に適する一方で、取り卸し駅が限られることで、阻害要因に
・３１ｆｔコンテナ等の大型コンテナ及びシャーシ等の導入促進の継続
・３１ｆｔコンテナを取り扱える貨物駅の整備・充実

・緊締装置を備えた特殊なトラック・トレーラーの拡充

拡大に欠かせない施設整備や輸送機材の普及

必要な施設整備、機材普及に向けて
国における支援の継続・拡大



３．鉄道利用が進まない要因②３．鉄道利用が進まない要因②
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鉄道利用が進まない阻害要因②

・物流効率化法※に基づくモーダルシフト等の取組みについて、
計画策定経費や認定を受けた取組等の初年度の運行経費への支援

※物資の流通の効率化に関する法律

・鉄道コンテナ輸送のパレット化、パレットの標準化に関する荷主への指導を
含めた施策の推進

・中長期的に40ｆｔコンテナ（海上コンテナ）の利用拡大のため、そのボトルネックの
改善や施設整備への支援

シームレスな鉄道輸送へ

拡大に欠かせない施設整備や輸送機材の普及

必要な施設整備、機材普及に向けて
国における支援の継続・拡大



４．鉄道利用を促す支援要請事項①４．鉄道利用を促す支援要請事項①

整備新幹線開業後の並行在来線の安定的運営に向けた支援等

貨物鉄道ネットワークの維持

新幹線開業後、並行在来線に関しては、JR旅客会社からは経営分離され、
第３セクターによる経営に移行される想定だが、その経営安定化に向けた支援の継続。
（現在建設中の新幹線区間の開業後も含む）
特に、北海道新幹線整備に関して、青函トンネルにおける新幹線と貨物列車との共用走行区間の
安定性担保と、札幌延伸後の北海道との鉄道貨物輸送ネットワークが維持され、かつ、
大量性・定時性・安定性といった鉄道貨物輸送の機能が損なわれない措置。

鉄道利用推進に関する支援要請①

（全国通運連盟作成パンフレットから引用）

農作物の輸送が多い
北海道発については、
食糧安全保障の面からも、
その輸送体制維持の
スキーム構築が必要



４．鉄道利用を促す支援要請事項②４．鉄道利用を促す支援要請事項②

特殊車両通行許可の課題解決に向けた要望

鉄道利用推進に関する支援要請②

（１） 「特殊車両通行確認制度」における全道路データ化の推進

2022年4月の制度開始時には、多くの道路（主にラストワンマイル）データが未収録で、

特車許可が取れない事象が散見

→ 並行稼働の許可制度（オンライン申請）から脱却できず、許可取得に多くの時間を要している

→ モーダルシフト推進標準化分科会において、利用運送事業者から道路情報の収録追加を要望

→ 現在、国交省から要請を受けた、全国通運連盟が各事業者に対し収録希望道路の集約を実施中

（２） コンテナ積載車両の普及促進のための特殊車両通行許可の規制緩和

主に、１２FTコンテナ２個を積載する新規格車が、「特車不要」となるような高さ・重量指定道路の指定推進

１２FTコンテナ３個または３１FTコンテナを積載するトレーラー車両の特車条件緩和 （誘導車C条件等）

（３） 特殊車両通行許可の制度変更

現在、車番毎の許可が必要だが、同一車型は許可不要にする等の簡素化に向けた制度変更



５．通運業界としての取組み（自主行動計画）５．通運業界としての取組み（自主行動計画）

通運業界における物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画の推進（公益社団法人全国通運連盟）

（１）物流の適正化・生産性向上に向けた取組み
・ 業務時間の把握・分析
・ 長時間労働の抑制
・ 運送契約の書面化
・ 運賃と料金の別建て契約
・ 運送委託の適正化等

（２）鉄道へのモーダルシフトの推進に向けた取組み
① 10ｔトラックから鉄道へ転換しやすい、31ｆｔコンテナの利用拡大を促進
② ＪＲ貨物による低床貨車の設備投資等の実施後、国際海上コンテナ
の鉄道利用を促進

③ モーダルシフト推進に当たっては、利便性向上に向けた取組みや
環境負荷低減への貢献等に加え、2024年問題による輸送力不足への
貢献を積極的に発信し、機運醸成に向けた取組みを実施

（3）作業の効率化に資する措置
① 共同配送による集配作業の効率化を図る
② パレット標準化及び共同化による効率化を図る
③ 積み付け資機材の標準化及び共同化による効率化を図る



（１）自主行動計画鉄道（2）－①
「10ｔトラックから鉄道へ転換しやすい、31ｆｔコンテナの利用拡大を促進」

（２）自主行動計画鉄道（2）－③
「モーダルシフト推進に当たっては、利便性向上に向けた取組みや環境負荷低減への貢献等に加え、
2024年問題による輸送力不足への貢献を積極的に発信し、機運醸成に向けた取組みを実施」

５．通運業界としての取組み（全国通運連盟の活動）５．通運業界としての取組み（全国通運連盟の活動）

自主行動計画の実践（全国通運連盟の取組み）

国際総合物流展2024第５回関西物流展

・モーダルシフトトライアル助成
・大型コンテナ導入促進助成
・コンテナ見学会の開催
（2024年度 ９回開催 参加者348名）

・JR貨物との協賛による
「鉄道コンテナ利用キャンペーン」の実施
・各種物流展での啓蒙活動
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